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白石大氏博士学位申請論文審査報告書 
 
 早稲田大学法学学術院助教白石大氏は、早稲田大学学位規則第７条第１項に基づき、２
０１２年９月２６日、その論文「債権の発生時期に関する一考察」を早稲田大学大学院法
学研究科長に提出し、博士(法学)(早稲田大学)の学位を申請した。後記の委員は、上記研究
科の委嘱を受け、この論文を審査してきたが、２０１２年１１月２７日、審査を終了した
ので、ここにその結果を報告する。 
 
一 本論文の課題と構成 
１ 本論文の課題 
 本論文は、契約に基づいて発生する金銭債権（とりわけ賃料債権）の発生時期・発生根
拠を明らかにするとともに、その成果に基づいて、賃料の事前処分（債権譲渡・相殺）に
対する合理的な制約法理を提示することを試みるものである。 
 わが国における通説は、売買や請負では契約締結時に金銭債権が発生するとしながら、
賃貸借や雇用では反対給付の履行に応じて金銭債権が順次発生すると解しているが、この
ように債権の発生時期を契約類型ごとに別異に解する根拠は十分に示されているとはいい
がたい。また、賃料債権や賃金債権においては基本債権と支分債権の区別がしばしば説か
れるが、これらの債権をこのような二重構造のものとして把握すべき理由や、基本債権・
支分債権それぞれの具体的な内容については、これまで明らかにされてこなかった。 
論者は、以上のような認識に立って、まず、これらの理論的な問題を解明することを本
論文の課題として設定している。 
 次いで、論者は、現在の判例法理によると、賃料の包括的な事前処分と賃貸不動産本体
に関する物権（抵当権に基づく物上代位、賃貸不動産本体の所有権移転）との競合を一種
の対抗問題と捉え、それぞれの対抗要件具備等の先後によってその優劣を決することとさ
れているが、その結果、この判例法理は、賃料の包括的な処分に対して実効的な限界を画
しうる論理を欠くものとなっているとし、上記理論的課題の検討を通じて明らかにされる
賃料債権の発生時期・発生根拠に基づき、賃料の事前処分の効力に合理的な制限を設ける
ことを本論文の実践的な課題として設定している。 
 これらの課題に取り組むため、論者は、近時、継続的履行契約に基づく債権の発生時期
をめぐって破毀院判例の変遷があり、学説もこれに呼応して盛んに議論を行うなど、この
問題に関して豊富な議論の蓄積があるフランス法を比較法の対象として取り上げている。 
２ 本論文の構成 
 本論文は、「序論」に続いて、「第１章 日本法の考察」、「第２章 フランス法の考察」、
「結論」の各部分により構成されている。まず第１章では、わが国における学説・判例の
分析を通じ、債権の発生時期・発生根拠に関する議論の状況を検討している。次いで第２
章では、フランスにおける学説・判例を分析し、わが国の解釈論への示唆を得ている。そ
して結論では、これらに基づいて新たな解釈論の提示を試み、あわせて今後の研究を展望
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している。 
 
二 本論文の内容 
１ 序論  
序論において、本論文は、賃料債権の包括処分の限界を画するという実践的な問題関心
に基づき、債権発生の時期と根拠に関する一般理論を確立するという理論的な課題に取り
組むものであることが明らかにされる。 
２ 第１章 日本法の考察  
（１）第１節「各種契約類型における債権の発生時期」 
 次いで、第１章第１節において、賃料債権を素材に、戦前から現在に至るまでのわが国
の関連判例および学説を詳細に分析・整理し、債権発生の「時期」、「根拠」および「構
造」に関して立場を異にする二つの見解の対立が示される。すなわち、賃料債権は賃貸借
契約に基づいて契約締結時に発生すると考える見解と、賃料を基本的賃料債権と支分的賃
料債権に区別する賃料債権の二重構造を前提に、支分的賃料債権は現実の使用収益に基づ
いて契約期間中に順次発生すると考える見解の対立である。そして、この二つの見解の対
立は、賃貸借契約における賃料債権にとどまらず、雇用契約における賃料債権や請負契約
における報酬請求権といった、他の継続的契約の債権に関する議論でも等しく見られるこ
とが確認される。 
（２）第２節「債権の発生時期の問題が法解釈に及ぼしうる影響」 
第１章第２節では、債権の発生時期に関する理論が実践的な法解釈にどのような影響を
及ぼすかを検討する。 
まず、民法（危険負担・詐害行為取消権・保証）、民事執行・民事保全法（差押え・転付
命令・仮差押え）、破産法（破産債権の意義・財団債権の意義・破産財団帰属財産の範囲）
との関係では債権の発生時期に関する議論は、実際の法解釈にほとんど影響を及ぼさない
とした上で、賃料債権について検討する。 
 判例は、弁済期未到来の賃料債権と抵当権に基づく物上代位の競合、賃貸不動産の処分
と賃料債権差押えの競合、抵当権に基づく物上代位と相殺との競合のいずれについても、
対抗問題的な処理をしている。そのため、将来の賃料債権をあらかじめ譲り受け、第三者
対抗要件を先に具備しさえすれば、これを抵当権者や賃貸不動産の譲受人に対抗しうるし、
弁済期未到来の賃料債務の「期限の利益」を放棄して差押え前に相殺を行うことにより、
抵当権者に対抗することができることになるが、賃料債権の包括的譲渡にこのような強い
効力を認めることが妥当かは疑義があり、賃料債務の「期限の利益」を放棄して相殺する
ことができるという構成に関しても議論の余地があるとして、賃料債権の発生時期・発生
根拠を考慮に入れることで事前処分の効力を制限する解釈の可能性を検討すべきであると
の問題意識の下で、類似の問題に関する議論の蓄積があるフランス法の検討に進む。 
３ 第２章 フランス法の考察 
（１）第１節「債権の発生時期に関する学説」  
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今日の日本の学説状況に照らして言うならば、将来の賃料債権の法律的な扱いというべ
き論点を扱う破毀院の１８６５年３月２８日判決に触発されてフランスの学説におけるこ
の問題の論議が活発になったところ、本論文は、第２章第１節において、その学説論議の
経過を詳しく紹介している。この判決は、弁済期未到来の賃料債権も既発生であることを
前提とするものであったが、これを受け、学説には、判例に反対し、各期の賃料債権は停
止条件付債権または将来の債権として反対給付の履行に伴い徐々に発生すると考える見解
と、判例を支持し、賃貸借契約の締結時に全期間分の賃料債権が期限付で一斉に発生する
と考える見解との対立が生じた。本論文は、この時期に相当する前期および後期の註釈学
派の諸見解を紹介している。 
 やがて、この問題については、当時の商法典の４５０条および５５０条を改正する１８
７２年２月１２日付ロワの制定により立法による解決をみた。本論文は、この経過および
内容を紹介し、その上で、立法後のフランス学説の展開に目を向ける。すなわち、２０世
紀前半の学説として、アンチコーズ論（プラニオル）、「履行段階におけるコーズ」論（カ
ピタン）、「未必の権利」論（ドゥモーグ、ヴェルディエ）、継続的契約論（ブリエール・
ドゥ・リル）などが紹介され、さらに同世紀後半から現在直近に至る時期の学説論議の到
達状況について、給付の交換を債権発生の根拠に据え、反対給付の履行時に債権が発生す
ると考える「物質主義」（アンドレオ）、意思自治の原則に重きを置き、債権は契約締結
時に発生すると解する「意思主義」（プットマン）、契約の規範創出効に基づき、債権は
契約であらかじめ定めた時期に発生すると主張する「規範主義」（アンセル）の三つ巴の
様相であると要約する。 
（２）第２節「判例法理の展開」  
フランスでは債権の発生時期に関する学説は１９８０年代以降大きく進展したが、その
背景には、この問題を直接・間接の争点とする事件が１９７０年代以降増加し、相当数の
判例が生まれたことがある。債権の発生時期に関する議論に影響を与えたのは主に倒産手
続に関係する判例であるため、本論文第２章第２節では、倒産事件に関する判決を、倒産
債務者に対する債権が手続開始前債権であるのか、それとも手続開始後債権であるのかが
争われるケ一ス（第１の紛争類型）と、債権譲渡や債権執行などの債権の移転をもたらす
行為がなされた後に、移転の対象となった債権の原債権者が倒産手続に入り、当該債権の
帰属が争われるケ一ス（第２の紛争類型）に分けて検討し、第１の紛争類型においては、
反対給付の履行時に債権が発生すると解したかにみえる判例が多数存在し、反対給付履行
時説の論者はこれらの判例を自説の重要な論拠とするが、継続的履行契約に基づく債権の
みならず、売買などの即時履行契約から生じる債権についても反対給付の履行時に発生す
ると解したようにみえる判例が存在するという事実は、かえって、これらの判例が債権の
発生時期についての理解とは別個の実質的考慮（会社の再建に貢献した債権者を優先的に
保護するという政策的考慮）に立脚していたことを推認させるとし、第２の紛争類型のう
ち即時履行契約に基づく債権が移転された場合の判例も、一見すると反対給付履行時説を
採ったかに思われるが、ここでも、手続開始後に倒産債務者が行う給付から生じる利益は
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総債権者集団に帰せしめるべきであるという実質的考慮が働いているとする。これらに対
して、第２の紛争類型のうち継続的履行契約に基づく債権の移転と原債権者の倒産手続と
の関係が争われたケ一スでは、破毀院は、第２民事部が契約時説を採って債権移転の効力
を倒産手続より優先させたのに対して、商事部は反対給付履行時説または履行期説を採用
して債権移転の効力を倒産手続との関係で制限したので、破毀院内部での見解の不一致が
生じることになったが、２００２年の破毀院混合部判決は、契約時説に基づいた解決を採
用することでこの不統一を解消しており、破毀院は当該債権の発生時期いかんを問題の解
決に結びつけていたことが窺われるとする。 
（３）第３節「フランスにおける近時の学説の展開」  
 ２００２年の破毀院混合部判決によって判例が統一された後も、学説においては、さら
なる研究の進展がみられる。第２章第３節は、これを扱い、２００４年に開催された「債
権の発生時期」をテーマとするシンポジウムでは、対立する見解の止揚を試みたり、債権
の発生時期が問題解決に果たす役割を見直したりすることによって、議論のさらなる進化
がみられ、とりわけ、意思主義と規範主義との類似性の強調、債権の発生時期と無関係の
問題を検討から除外すべきとの指摘、契約期間や給付の総量が未確定であっても契約時の
債権発生を妨げないとの主張などは、債権の発生時期に関する解釈論を検討する上で極め
て示唆に富むものとする。 
 また、概説書、研究論文においても、債権の発生時期に関する議論の成果を他の法制度、
法概念に関する検討に取り入れるものや、この問題を「契約の存在意義」「債務における時
間の観念」などの抽象的なテ一マに結びつけて論ずるものもあり、複雑化する現代的な契
約では常に契約時に債権が発生すると考えることは困難であるとの指摘や、継続的履行契
約に基づく債権の発生時期を考えるに当たっては給付の量を測るという時間の機能を軽視
すべきでないとの主張などは、債権の発生時期の問題についての重要な示唆を含むもので
あるとする。 
４ 結論   
 本論文は、以上の考察の結果を次のように結論づけている。 
わが国の判例、通説は、賃料債権は現実の使用収益を発生根拠として順次発生すると解
しているが、その論拠は「期間の定めのない賃貸借の場合には契約の成立と同時に一括し
て賃料債権が発生すると考えることは困難である」というものを除いて、十分な説得力を
有しないものであった。他方、フランス法に目を転ずると、わが国の判例、通説に対応す
る物質主義の見解（反対給付履行時説）は、破毀院混合部判決の採用するところとならず、
理論的な問題点を指摘されて支持を失いつつある。現在フランスで有力に主張されている
のは意思主義の見解（契約時説）と規範主義の見解（履行期説）であるが、これらはいず
れも契約自体を債権の発生根拠とする点で共通している。両説の相違点は契約時に契約期
間や給付の総量が未確定であってもその時点で債権が発生すると解しうるか否かに存する
が、両説の相違はそれほど大きなものではなく、①保存行為や詐害行為取消権の行使が可
能となる、②債権譲渡の客体となる、③担保による保全の対象となる、などの効果をもっ
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て債権がすでに「発生」していると解するか、それともこの段階では「債務的内容」と呼
びうるものは生じていないと評価するかの点にほぼ帰着する。 
 そして、契約締結時に発生するとされる売買などの即時履行契約においても、履行期前
の債権に与えられる権能は上記①～③にほぼ限られていることを考えれば、賃貸借などの
継続的履行契約においても、一定の効果を伴う債権が契約時にすでに発生していると評価
することが可能であり、この段階での債権の効果をこのように限定されたものと捉えるの
であれば、契約時に契約期間や給付の総量が確定されていなくても、債権発生の支障とは
ならないと考えられる。 
以上により、論者は、賃料債権は契約締結時に一定の効力を伴うものとして直ちに発生
すると解されるとする。フランスにおいて、現実の使用収益を賃料債権の発生根拠とみる
反対給付履行時説が支持を失いつつあり、現時点で有力に主張されている契約時説と履行
期説が、ともに賃貸借契約自体を賃料債権の発生根拠とみる点では共通しているという事
実も、賃料債権の発生根拠に関するこのような見方の正当性を補強するものする。 
そして、こうした観点からは、わが国の判例、多数説において従来、「基本的賃料債権」
と呼ばれてきたものは、契約締結と同時に賃貸人が賃借人に対して有する拘束力の作用で
あると考えられるものであり、このように、契約時における（限定された効果を有する）
債権の発生を観念するのであれば、賃料債権をわが国の判例が採るような基本債権、支分
債権の二重構造のものとして把握する必要はないとする。 
 その上で、このような理解に基づいて問題を再検討すると、賃料債権は現実の使用収益
からではなく賃貸借契約そのものから発生すると解されるので、賃料債権譲渡の効力が及
ぶ範囲も契約ごとに決せられることになり、賃貸不動産が処分された場合や賃貸人が倒産
手続に入った場合には、新所有者や管財人等が新たに締結した賃貸借契約から生ずる賃料
債権について、当初の債権譲渡の効力はもはや及ばず、このように解することにより、賃
料債権の包括的な譲渡の効力を合理的な範囲に画するという本論文の課題が達成されると
する。また、相殺に関しては、抵当権に基づく物上代位と相殺との競合につき、判例が差
押えに先立って相殺を行うことは妨げられないと判示したことから、弁済期未到来の賃料
債務の「期限の利益」を放棄して差押え前に相殺を行うことができるかが新たな問題とな
っていたが、本論文の理解に立てば、賃料債務は賃貸借契約の締結と同時に発生しており、
これらは期限付債務と考えられるので、その期限の利益を放棄しての相殺は問題なく可能
であり、このように解したとしても、締結済みの賃貸借契約から生じる貸料債務のみが相
殺可能となるにとどまるので、その限界はおのずから明らかであるとする。 
 最後に、論者は、本論文では残された課題もなお多いとして、つぎのような課題に取り
組むことが今後の研究の展望となるとする。 
 まず、本論文で取扱っていない種類の債権、たとえば、金銭消費貸借契約に基づく利息
債権などについても、その発生時期、発生根拠を検討することが考えられる。そして、さ
らにより理論的な課題として、そもそも債権とは何かという根源的な問いがある。 
 他方、賃料債権にとどまらない将来債権一般の事前処分の問題が挙げられる。たとえば、
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多数の売掛代金債権を譲渡担保に供した債務者が、その後倒産手続に入ったり、これらの
債権を生み出す事業を譲渡したような場合には、賃料債権に関して本論文で検討したのと
同様の競合問題が生じうる。このようなケ一スにおいても本論文で示した制約法理を応用
しうるかについては、より慎重な検討を要するという。 
 
三 本論文の評価 
（1）本論文は、「債権の発生時期」という問題について本格的な検討を加えた先駆的な研
究である。わが国では、今日に至るまで、このテーマを正面から扱った研究は現れておら
ず、通説は、売買や請負では契約締結時に金銭債権が発生するとしながら、賃貸借や雇用
では反対給付の履行に応じて金銭債権が順次発生すると解しているが、債権の発生時期を
契約類型ごとに別異に解する理由は明らかされていなかった。 
 このような状況の下で、本論文は、賃料の包括的な事前処分（債権譲渡・相殺）と賃貸
不動産本体に関する物権（抵当権に基づく物上代位、賃貸不動産本体の所有権移転）との
競合問題を取り上げ、フランス法の詳細な分析に基づき、このような問題の解釈場面に「物
質主義」、「意思主義」、「規範主義」といった理論的課題についての成果を取り入れて、新
たな視点に基づく解釈論を提示している。わが国の学説の趨勢が、これらの問題を賃料債
権の発生時期という視点を十分に意識することなく考察してきたことに比し、以上の分析
視角は斬新である。とりわけ日仏それぞれに意思主義、物質主義、規範主義に相当するア
プローチがあり、それらの見解の是非をめぐって議論が展開されているという図式を日仏
の議論の対比により明らかにしたことは、問題の全体像をより鮮明に把握することを可能
ならしめ、今後このテーマを研究する者にとっての共通枠組みを設定したものとして高く
評価できる。 
また、本論文が、それ自体としては抽象的な問題を、解釈論上の課題と関連づけて論ず
ることによって、観念的な議論に終始することも、もっぱら実務的な関心に埋没すること
もなくバランスの良い議論を展開することができていること、債権の「発生」の概念につ
いて、それが実質的に意味するところを分析することによって、見かけ上の相違に惑わさ
れることなく、冷静に学説の異同を検証することに成功していることも、本論文の優れた
点である。 
 さらに、本論文においては、考究対象である事項について、どのような規律を実定法が
設けているか、または設けていないか、また、その後の立法の展開がどのようになってい
るか、という点を確かめてから、破毀院判例を中心に注視すべき判例を紹介し、これらを
睨みながら、註釈学派から科学学派に至る学説形成の発展と今日における学説状況が、い
ずれも丁寧に辿られており、また、それらの作業において文献も十分に渉猟されている。
これらは、フランス法の通常の学術研究の手法であり、本論文は、これに忠実に考究対象
事項に係るフランスの法状況を紹介するものである。このことをやや詳しく見るならば、
破毀院の１８６５年３月２８日判決はいささか極端な結論を採って現れたものであった
が、このことが、フランスの学説論議が活発に始まる契機を提供し、フランス法へのアプ
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ローチの端緒を与えた。本論文は、この端緒を見逃すことなく把握して、そこからフラン
ス法の発展過程の紹介を始めており、外国法研究の適切な手順として評価することができ
る。また、１８７２年の商法典改正により立法による解決が図られたが、一般に立法によ
り解決が明定されると、実務上の解決が安定する反面において、問題となる論点の理論的
背景を深化させて考察しようとする精力が殺がれるものであり、実際に本論文のテーマに
関するフランス学説の動向にも、そのような兆候がみられる。そのことは、比較法研究に
とって、論議の状況を把握しにくくするという障害を生むが、本論文は、この障害を克服
し、つぶさに立法後の学説論議を拾うことに成功している。 
（2）本論文は、近時、実務上問題となっている実践的な課題について、「債権の発生時期」
という視点から、一般理論に立ち返ってこれを理論的に解き明かそうとしており、この姿
勢は高く評価できる。しかし、その反面、本論文が、これまで十分に意識されてこなかっ
た視点に立つ研究であるが故に、実践的な課題と一般理論の関係につき、今後、さらなる
検討が期待される点もある。 
まず、同じ賃料債権を議論するとしても、これまでのわが国の学説は危険負担の場面を
念頭においていたのに対して、本論文は主にその事前処分の場面を念頭においており、賃
料債権の二重構造を否定するとの結論を下すにあたり、その場面の違いにより配慮した論
証があれば更に説得力を増したように思われる。また、本論文は、賃貸借契約における賃
料債権の事前処分の限界を画すという実践的な課題とともに、それ以外の継続的契約の債
権にも適用される一般理論の確立を目指すところ、前者との関係では、一般理論以上にこ
れを制約する立法措置が必要かまで示すことが当該課題の解決には有効であるし、他方、
後者との関係では、第１章以降においても賃料債権以外の債権について十分議論を展開さ
せることが、賃料債権を超えて、債権一般の発生時期に関する理論を確立するには有用で
あるように思われる。さらに、「物質主義」、「意思主義」、「規範主義」が止揚されつつ進
展している最近のフランス法の成果の下でも、賃料債権につき「契約時に即時に債権が発
生する」という見方が唯一の選択肢かどうかについては、なお論証すべき点があるように
思われる。 
（3）本論文が提示する債権の発生時期についての理論的課題をめぐって、フランスでは、
債権の発生時期として議論された成果を別の解釈問題（解除の遡及効など）に関連づけ、
さらには、「契約の存在意義」や「債務における時間の観念」といったテーマに結びつけて
論ずる傾向も生まれており、債権の発生時期に関する研究は、将来の豊かな成果を予感さ
せる。このような事項に属する問題として、本論文の議論からは、契約と債務との関係に
ついて新たな理解を導く可能性が感じられ、今後、この点につきさらに深い理論的な掘り
下げがなされることを期待する。また、本論文における「基本権」と「支分権」の関係に
ついての叙述は示唆に富むが、その典型例と思われる利息債権について本論文では正面か
ら取り上げていないため、これを視野に入れた検討が望まれる。さらに、本論文のフラン
ス法の紹介の部分においては、停止条件が付された債権は、未発生の債権であり、その点
において、いわゆる将来債権と共通する性質をもつものとして概念整理がされており、こ
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の概念整理自体はフランス法の紹介としては正確なものであるが、この点の日本における
概念整理は安定を欠き、停止条件の付された債権は、発生しているけれども請求可能では
ない、という性質をもつものとして将来債権と異なる、という概念整理も必ずしも否定さ
れきっていない（概念整理が不安定である状況が、法制審議会民法（債権関係）部会の部
会資料 37「第 1」「4(1)」54 頁において紹介されている）。その意味で、停止条件の付され
た債権の法的性質についてもさらなる検討を期待する。 
（4）本論文には、以上に述べたように、今後さらに検討すべき課題も残されている。とは
いえ、本論文は、債権の発生時期というこれまでまとまった検討がされてこなかったテー
マの重要性を指摘し、この問題の検討が実践的課題に対し大きく寄与することを具体的に
示した点で、極めて優れた研究成果であると評することができる。上記で指摘した検討課
題が残されていることは、本論文が豊富な課題に繋がる奥行きと広がりを持ったテーマを
扱っていることに由来するものであり、むしろこのような問題設定を提示した論者の研究
者としての資質の高さを証明するものである。上記のような検討課題が残っていることは、
本論文の価値をいささかも損なうものではない。 
 
四 結論 
 以上の審査の結果、後記の審査委員は、本論文の執筆者が博士(法学)（早稲田大学)の学
位を受けるに値するものと認める。 
 
 ２０１２年１１月２７日             
 
              審査委員 
                             
主査  鎌田薫 
    後藤巻則 
    三枝健治 
    山野目章夫 
  
                            
 
 
